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近代化の主体諸条件

－とくに，日本における産業近代化の推進者について－

ThcLcadersofIndustrialJapan

１
‐
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近代化の概念については，ほかの論文でふれられる予

定であるから，ここでは，日本での近代化を多少とも具

体的な様相において究明することが課題とされる。具体

的に述べるには，論述の範囲を限定するのがのぞましい

から，日本における産業近代化を取り出し，その推進者

の分析に，焦点が合わせられた。一般的に表現すると，

近代化の主体的諸条件が問題とされる．

最近，近代化論は社会諸科学の共通の論題として照明

されている。この際，論議の中心となっているのは，日

本における近代化の性格である。過去百年の間に，日本

は急速な近代化を行い，非西洋地域では異例の成功をお

さめたとされる場合，注目されているのは産業近代化で

ある。これが封建的遺制を温存しながら遂行されたとい

うところから，問題が生ずる。従来，この封建的遺制の
●●●

暗し､側面が強調され，それは兎服さるべきゆがみとして

理解されていた。これにたいして，日本的なものの再評

価を通じて，その明るい面に力点をおこうとする見解が

出てきている。この立場においては，近代化は西洋化と

切り離されて，ｎ本に独特な近代化が主張される。この

典型のひとつはアベグレンの著書(ＪａｍｅｓＣ､Abegglen，

TheJapaneseFactory，1958）に見出されるようであ

る。日本の学者のなかには，封建的遺制の暗し､面を指摘

するものが多いのに，アメリカのそれにおいては，その

明るい面を強調しようとするのが目立っているのは，皮

肉な対照である。非西洋地域における近代化の唯一の実

例としてｎ本をあげて，そこから非西洋後進諸国開発の

手掛りを見出そうという試みに，最近，関心が向けられ

１
ている。

近代化は社会生活全般にわたる変化を意味するもので

あり‘産業の近代化だけを意味するものではない。産業

が近代化されながら，そのほかの社会生活が旧態のまま

にとどまるということが可能であろうか。近代産業は封

建的遺制と融和するものであろうか。アペグレンなどの

見解は，文化的遅滞の理論(WilliamF・Ogburn,Social

Change,1922）にくらべても，説得力は弱い。文化を構

成する諸要素は相互に有機的に関連しあっており，その

ひとつが変化すると，ほかの諸要素もそのままであるこ

とはできない。ある1,,は，ほかの諸要素の変化なくし

て，ひとつのものだけが変るということはありえない。

このことは，ここでは，産業近代化には，それにふさわ

しい推進者がいたにちがいないということを意味する。

この推進者の近代性が問題とされる。

経済学においては，研究の主力は経済現象の非人格的

・構造的分析に注がれ，経済主体の考察はわずかしか行

われていない。したがって．経済発展段階の推移にとも

なう経済主体の性格の変化が注目されることはまれであ

る。しかし，最近においては，事態は少しちがってきて

いるようである。個別的な企業家・企業体に重点をおく

企業史的研究は，アメリカにおいては，かなり以前から

なされていたが，わが国においても，同様な研究が怠識

的に取り上げられるようになった。（社会経済史学会編

｢近代企業家の発生」昭和38年）

かくて，土地・労働・資本と並ぶ第４の生産要素とし

て，企業家が登場する。小企業の時代には，企業家は市

場力に受動的に適応するにすぎず，無視しうるほどのも

のであったが，企業規模の拡大とともに，かれらへの考

１
１
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において，授業料負担が比較的に小額であり，かつ，低

い階層の子弟がそれに近づくことを妨げる社会的・心理

的圧迫も少なかったようである。さらに，一流佼の入学

試験は当初からきびしかったが，選択方法はかなり公平

であり，各階層の子弟に公平な機会を提供していた。

封建社会ば身分制を固執し，そこでの社会的地位は世

襲であり，社会移動の余地は乏しかった。高等放育機関

の発展につれて，学校が社会移動の機関になると，世襲

制は後退する。これによって，産業近代化のための適材

の供給は確保される。能力を韮礎とする選抜と昇進は産

業近代化のための必要条件である。この近代化に先立っ

て，高等教育機関が整備していたということ，そのより

商度の発展に先行して，それがより一隅充実していった

ということは，日木における産業近代化にとってきわめ

て有利な条件となった。経営者人材の自国養成主義が早

期にできあがっていたために，産業界は豊富な人材を入

手することができた。

このような人材供給に対応する受入側たる産業界の事

怖はどうであったか。受入態勢が整ってくるのは明治３０

年前後からである。この時期において，日本での産業近

代化が軌道にのせられたのである。

明治初期における産業近代化の推進者は政府であり，

‘肖業を中心として，新企業が移植された。これと同時

に，国立銀行が創設されて，これからの借入金による事

業の拡大が勧奨された。しかし，旧憤をまもる商工業者

は借金経営による秋極策に同調しなかった。この時代の

商人は昔風に慣れ，旧式に安んじて，維新変革に応ずる

ものは少なかった。この故に，世襲の豪商の多くが没落

していった。これらにかわって現われるのが，当時の新

興成金たる岩崎・大倉・安田。古河・藤田などである。

産業近代化が定蔚する以前においても，財産階級の新旧

交替はあったが，いまだ，学校出の経営者は出現してい

なかった。この時期における目立った現象は新興成金の

活躍である。

商法改正によって，株式会社制度が確立された明治２６

年頃から，新企業の創設が急増してきた。当時の主要産

業は銀行・海運・鉱業・鉄逆・紡織であった。そして，

これらの新企業を経営するための新式の人材が滞要され

るようになった。明治24年に38才で三井入りをした中上

川彦次郎は，新聞記者あがりを主とする三田出身人材を

つぎつぎに三井へ入社させた。かれらの大部分は30才前

後の脊年であり，入社後いくばくもなくして，迩任ある

地位に就けられるものが多かった。（藤原銀次郎「藤原

銀次郎回収80年」昭和34年）当時の三井は徒弟制度に立
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慮を避けことができなくなった。これと同時に，企業家

の性格も変ってきた。ハーピソンたち(FrederickHar‐
bisonandCharlesA・Myers，Managcmentinthe

lndustrialWorld,1959）は産業近代化に応ずる人的能

力，とくに，経営者人材を重要視している。産莱近代化

の成否は生産諸要素を結合し，組織化する経営者の双肩

にかかっているとされる。大企業は高度の能力をもつ経

営者を必要とする。資本主議社会においては，経営者人

材は戦略的亜要性をもつ。これにくらべると，そのほか

の生産諸要素は消極的な意味をもつにすぎないようであ

る。

２

経営者人材を重要視するハービソソたちの立場からす

ると，産業近代化の初期には、一般教育はぜいたく品で

あり，高等教育が必需品であるという意見が出てくる。

産業近代化論理の至上命令のひとつば，天然資源・資本

・技術・労働を生産目的のために結合するのに必要な組

織の建設である。オーガナイザーとしての経営者の養成

が先決問題となる。このために役立てられるのが高等教

育機関である。したがって，一般教育の遅延という犠牲

を払ってでも，高等教育施設のための投演がなさるべき

である。これから生ずる教育絡鎧は政治近代化のために

は明らかにのぞましいものではない。産業近‘代化と政治

近代化の矛盾といった那態が出てくる。

日本では，義務教育の就学率は明治30年代に高まり，

60％をこえるが，その替及がほぼ完了するのは明治末期

においてである。高等教育機関の整備はこれに先立って

いたといえる。（文部省「学制80年史」昭和29年）しか

も，この高等教育機関は近代化以前の古い西欧のそれと

はちがって，近代化の要請にこたえるものであったか

ら,それは近代化にあたって中心的役割を演じた‘,．当時，

文科系の大部分を占める法科系の高等教育機関卒業者の

ほとんどが官公吏・法律家・政治家への逆を進んだが，

産業近代化が進むにつれて，かれらのうちから産業界へ

進出するものが多くなってきた。さらに注Ｈしなくては

ならないのは，もっぱら産業界の需要にこたえようとす

る実業教育が早期に発展してきたということである。

明治初期における商等教育の対象になった大部分は士

族の子弟であったが，間もなく，平民の子弟が過半を占

めるようになった。例えば，東大在学者中での平民の比

率は，明治11年には26％であったが，同18年には48％に

なった。（文部省「日本の成長と教育」昭和37年）欧米の

同等教育機関にくらべて，日本のそれは，とくに，国立

Ｐ

■
■
■
■
■
７
Ａ
■
Ｂ
Ｆ
Ｉ
ｌ
Ｉ
も
‐
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｌ
０
で
０
，
１
１
凹
巳
■
ロ
■
・
■
■
ロ
ロ
ロ
ー
’
１
１
，
．
６
０
１
１
１



近代化の

脚しており，その番頭は新時代に即応する進取の気象を

欠いていたという。中上川の職種的な新人材主義は年功

順列によらない抜掘を激味するものであった。

明治30年代には，大会杜において，商等教育機関の新

規卒業者の定期採用が瞥及してきた。当時入社後10年足

らずで役職に就くのが珍しくなく，恭頭制度にくらべる

と，経営層の年令ば若くなった。住友では，明治40年に

はじめて，多数の法学士が採用された。（川田順「住友

回想記」昭和26年）安田は三井・三菱・住友と並べられ

る大財閥のひとつでありながら，学校出の採用ではおく

れていた。安田の経営方針は御店風であり，新式の人材

は不要であるという主義がとられた。（矢野文雄「安田

善次郎伝」大正14年）それでも，大正10年に，初代の没

後，結城豊太郎が保稗社専務理聯になるに及んで，従来

の前垂主義が打破され，学校出が採用されるようになっ

た。

旧時代においては，社会的地位は1M:襲であったが，そ

れでも，能力による地位の独得を恋味する業縦主義は無

視されていたのではない。日本特有の習俗とされる養子

制度は世襲制度の欠陥を補うものと象ることができる。

豪商のなかには,男子に相統させずに,娘の配偶者を後継

者とするという家態をまもっていたものさえあった。こ

の場合，養子になるのは多く有能な奉公人であった。そ

こには，家観念と業紙主義との妥協形態の典型が見出さ

れる。養子制度は家観念を背鍬とする人材登用の方式で

あるといえる。安田は実子がありながら，養子をとり，

かれらを事業の要所にすえるというやり方で同族経営を

行った。しかし，これは例外であり，学校出の新人材の

採用によって，業絞主義はより徹唯したものになり，養

子制度はすたれた。

政府は官業を縮小し，その多くを三井・三菱などの特

権商人に低価格で払下げた。それによって，政商（揖西

光速「政商」昭和38年）が産業漬本家にi伝化し，財閥が

形成された｡財閥は明治政府の創作品であったといえる。

産業近代化のために，それは政府が意紬的に進んだ手段

である。それ故に，財閥は一応の自主性をもちながら

も，国益的立場に拘束されざるをえなかったのであろ

う。財閥の形成が早かったので，産業近代化が未熟な段

階においても，主要産業における溢水の集中度は比校的

に高かった。これは学校出経営者に活動の基盤を与え

た。

伝統のある三井・住友においては，話頭政治が古くか

ら存在していた。旦那の能力は稀頭の良否を見分け，よ

い番頭に一切をまかせる度戯にあるといわれていた。番

L01L一・一一._一

主 体 的諸条件１３

頭政治のもとでは，財閥当主は象徴的君主のような存在

になる。これが徹底している場合には，当主は趣味に生

き，業務に全く無干渉とな為。佃佃の家長よりも，家の

方が大切だという概念において，恭頭は当主の使用人で

ありながらも，かれはその勝手気俄を許さないだけの権

威をもちえた。企業規模が大きくなると，その経営のた

めに特別の手腕が必要となる。したがって，財閥では，

有能な番頭が必要欠くべからざるものになる。三菱で

は，列代の当主が経営手腕があったので，悉頭まかせの

経営が行われなかったといわれる。しかし，これも程度

の問題にすぎなかったようである。初代の安田は何事を

自らしないと承知せず，使用人は忠実に主人の命を奉ず

ればよいといった主義であった。金融財閥として特色づ

けられるようなTlf業の単純さがこれを可能にした。ワン

セット主義といわれるような総合財閥の経営は，このよ

うな独裁主義ではすまされない。

学校出の新人材が個人的使用人たる地位に甘んずるの

はむずかしい。財閥当主にたし､するかれらの態度には，

微妙なものがあっただろう。池田成彬は三井一族の経営

而からの引退を主張した。椛力をとりあげられた一族は

使用人池田に冷めたかったという。不本意ながら，かれ

は合名理事になったが，不愉快な目にあって，間もなく

やめたという。（池Ⅲ成彬｢私の人生観｣昭和26年。小鳥

直記｢三井家の人びと」昭和38年）学校出の経営者は財

閥当主に忠誠を祥って，それに奉仕するのに終始したの

であろうか。かれらの行動は財産階級全体の利益の枠内

をこえることばなかったとしても，かれらは個人的使用

人を意味する番頭の限界をこえつつあったといえよう。

そこには，国益的観念が入りこむ余地もないではなか

ったろう。

戦前には，大会社頭役の月給は数百円にとどまってい

たが，その賞与は巨額にのぼるのが通例であった。会社

利溢の10％または15％が爪役批与にあてられるという慣

例があり，半期のそれが数万円にのぼるのがまれでなか

った。しかも，所得税の負担が比較的にi怪かつたから，

サラリーマン重役から財産階級への昇格も不可能ではな

かった。藤原銀次郎のような小:例をあげることもできる

が，多くはそうでなかった。したがって，かれらは財閥

当主のような財産階級とは区別されなくてはならない。

かれらの地位は財産以外のものによって裏づけられたも

のである。

財閥の早熟性と高等教背機関の早期整備からして，日

本では，経営の専門職業化(professionalizationofma‐

nagement）が早く生れ出た。これは同族経営の後退と

－－－－－一－
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である。社会移動を円滑にすることによって、企業経営

のための適材の入手が可能になる．このような推進主体

の近代化をまって，天然資源に乏しい国土において．低

い技術的水準から出発しながら，産業近代化は急速に進

行したのであろう。

社会学研究科紀要１４社会字伽究科荊

表裏する現象である。例外はあるが．この一般的傾向を

無視することはできない。明治初期には，新興成金の活

動がｐ立ったが，産業近代化が定置されて後に，その推

進者となったのは専門職業的経営者であった。第一次大

戦時の好況において，再び新興成金が続出したが，その

後の恐慌において，かれらの多くは淘汰された。これを

通じて，財閥は一層強化され．経営の専門職業化もさら

に促進された。欧米では，この専門職業化は長期をかけ

て行われたのに，日本では，戦後の変化を契機として，

それはわずかの期間に行われたという見解（野田一夫

｢日本の重役」昭和35年）があるが,これは妥当ではな

い。日本では，産業の近代化は後進的であったが，経営

の専門職業化はかなり早く，明治30年頃から進行してお

り，昭和初頭には，それははっきりした姿を現わしてい

たといえる。

この専門職業化の外的徴候は学校出が経営者になると

いうことであり，その実質的内容は正式の教育によって

習得されうるような知識・訓練が経営者になるための要

件となるということである。かって，産業界での成功は

独立業者としてのそれであったが，今日では，これへの

道は狭くなっているの柔でなく，中小企業家としての成

功では，多くのことが期待されない。これにかわって，

大企業内での被用的地位のいかんが人びとの社会的地位

を決定する有力な基準となっている。成功の手掛りとな

るのは前者では財産であるのに，後者では教育である。

経営が専門職業化されると，財産や家柄にかわって，教

育が社会的地位を保証するものとなる。

民主主義の骨子をなしているのは業績主義であり，能

力に応じた地位の決定を意味する機会均等である。学校

が社会移動のための有力な機関である限り，教育の機会

均等は民主主義にとって基本的な重要性をもってしる。

現在でも，教育の機会は均等であるとはいえない。それ

でも,財産所有の差別にくらべれば,教育機会のそれは小

さいことは確かである。さらに，財産は非人格的なもの

であり，それはその所有者と外的に結合しているにすぎ

ないのに，教育はその所有者に人格的に付着している。

社会移動がより開放的になり，その手掛りがより人格的

なものになってきたということは，民主主義の観点から

して明らかに好ましいことである。日本社会の封建性を

指摘することは容易であろう。しかし，この暗し､面に固

執して，日本社会の明るい面を見落しては，片手落ちの

そしりはまぬがれない。

経営の専門職業化は，民主主義の観点からして好きし

いの象ではなく，能率のそれからしてものぞましいもの

現代の大企業375社から上位４人づつ，合計1,500人

の経営者をとってみると，その90％が高等教育機関の卒

業者である。（青沼吉松「産業社会における昇進の諸条

件」三田学会雑誌第57巻第６号）最高経営層の大部分が

学校出であるという点では，日本は欧米的水準をこえ，

ソ連と類似しているとさえいえる。これら大企業の部課

長においても，大部分が学校出である。中等学校以下の

学歴しかもっていないものの比重は，課長では10％をこ

えるが，部長になると，それは数％にすぎない。学校出

でなくては，課長になるのはむずかしく，部長以上にな

るのはほとんど不可能であるというのが現状である。

このように，学校出が大企業の中間以上の経営層を独

占するとI‘,う傾向は，日本では，かなり･以前から現われ

ていた。産業の近代化は後進的であったが，産業界が学

校出の労働市場になるのは早かった。産業の近代化が端

緒的形態を整えはじめた明治30年代から，学校出が産業

界へ入るのは珍しくなくなっていた。その頃から，伝統

的な前垂主義はくずされて，経営者に必要な技価は徒弟

制度によって習得されるものから正規の教育に依存する

ものへと変ってきた。明治33年の代表的実業家約400人

のうちの４分の３は40歳以上であり，かれらが20才前後

であった頃には，いまだ，近代的高等教育制度は確立さ

れていなかった。この事‘情もあって，かれらのなかでの

学校出の比重は10％程度にとどまっていた。しかし，そ

の後，この比重は急速に増大し，１世代を経た昭和初頭

には，大企業の最高経営層500人のうちの３分の２が学

校出によって占められるまでにいたった。

高等教育機関卒業者たる学校出の経営者のなかでの大

学出の比重は，部長以上では80％，課長では４分の３に

なっている。かれらが最終学校を卒業した当時において

は，高等教育機関卒業者のなかでの専門学校出の比重は

60％前後に及んでいたのに，そこから20％台の経営者し

か出てこなかった。これらの数字からして，大学出は，

専門学校出にくらべて，はるかに大きな機会をもってい

たといえる。かくて，産業社会における昇進の条件とし

て，学歴水準が問題になるようである。しかし，事態を

さらに堀り下げると，重要なのはたんなる学歴水準では
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なく，特定の出身校であることに気づく。そこから出て

くるのは学校格差という問題である。この問題を究明す

るには，各学校の出身経営者数をあげるだけではなく，

それを卒業者数と相関させて，輩出率が計算されなくて

はならない。卒業者数としてあげられるのは，各経営厨

が卒業した頃におけるものである。

東大・京大・一橋大・慶大・東工大・早大という６つ

の大学は，Ｈ１身経衡者数におl‘,て，大きな比飛をもって

いる。これらの合計は最高経営層では３分の２にもなる

が，部長では60％，課長では50％である。しかし，これ

からして，学校格差が次第に縮小されてきていると結論

することはできない。昭和の初頭からその10年台にかけ

て、これら大学の出身経営者数での比重が低下する以上

に，卒業者数でのそれが低くなってきた。これら大学の

経営者裁出率は，最高経営厨では平均値の２．７倍である

のに，部課長ではその３僻をこえてしる。したがって，

学校格差は縮小されるどころか，むしろ，拡大されてき

たといえる。少数の有名大学と対照的なのは官立実業専

門学校を除く専門学校である。その経営者輩出率は極端

に低く，平均値の１０分の１程度である。同じ専門学校で

あっても，官立高等商業学校は多くの大学を凌澗するほ

どの輩出率を示していた。

戦前には，初任給の大小という形態で，学校格差が公

認されていた。現在では，このような露骨な差別はほと

んどなくなっているが，それでも，大企業への就職の難

易という形態で，学校格差の問題は依然として深刻であ

る。３７５の大企業へ昭和37年に入社した大学出のうち出

身核が判明したのは，約１万４千人であった。この新入

秋員のなかで前述の６つの大学の卒業者が占める比重

は，３０％である。これら大学卒業者の経営諸階層でのそ

れは50％から67％にわたっているから，これにくらべる

と，新入社員で数字はかなり小さくなっている。

この事態を正確に把握するには，各大学のの社員数を

その卒業者数に相関させて，入社率が算出されなくては

ならない。６つの大学の昭和36年度の全大学卒業者数に

垢ける比重は14％であり，この年度に対応する同37年の

大企業への全新入社員数でのそれは30％である。両者を

相関させて，その入社率を計算すると，それは平均値の

２倍強になる。これら大学の経営者餓出率は平均値の３

倍前後であるから，これにくらべると，入社率の大きさ

は低下している。さらに，入社率における学校格差を最

南と最低とにおいて比較すると，１対10という数字が出

てくる。これは経営者輩出率における同様の格差の数分

の１にしかあたらない。これからして，学校格差はなく

主 体 的諸条件１５

なってはいないが，それは緩和されてきているといえる

ようである。

しかし，かつてと現在における事'情の）|:||連を考慮にい

れると，学校格差は緩和されてきているとはいえないよ

うだ。かって高等教育機関には，大学と専門学校の区

別があり，この専門学校の存在が学校格差を大きくする

要因となっていた。前述の昭和36年度卒業者のなかには

短大のそれは含まれてし､ないから，学校絡差は当然縮小

されるはずであった。期待される程度でしか，学校格差

は縮小されていないようである。入社率に格差があるか

ら，入社後，各大学出身者が経営者への昇進の機会を均

等にもちえたとしても，経営者飛出率についての学校格

差がH｛てくる。出身校のし､かんは大企業での昇進の条件

というよりも,それ以前において,入社の条件となってい

る。学校格差の問題はかつてと同じように深刻である。

熊業社会における昇進の条件として，出身校のいかん

があまりにも重視されすぎているようである。高等教育

機関による選抜が偏重されて，企業内での競争的移動が

軽視されるきらし､がある。これについての反省がないで

はないが，ここでは，それに論及することは割愛して，

産業近代化とともに，昇進の手掛りが家柄や財産から教

育へ移ったことだけに注目しよう。この移行によって，

広い階層から有能な人材を求めることが可能になった。

これなくしては，経営陣の強化は困難であり，急速な産

業近代化を推進することは可能でなかったであろう。有

能な人材を広い階層から集めるということは，社会移動

を円滑にすることを意味する。

口本とアメリカの大企業経営者の出身階層についての

訓在結果が公刊されている。（Ｗ・ＬｌｏｙｄＷａｒｎｅｒａｎｄ

ＪａｍｅｓＣ・Abegglen，OccupationalMobilityinAme‐

ｒｉｃａｎＢｕｓｉｎｅｓｓａｎｄｌｎｄｕｓｔｒｙ，1955．ジェームス・ア

ペグレンと万成博「近代日本の指導者」アメリカーナ

1961年５月号）両国の調査は共通な基準をもっていない

から，精密な比較はできなしが，ある程度の傾向を指摘

することはできる。

大企業の所有者・経営者および高級官吏・専門職業者

とし､った上屑の出身者が半分近くを占める点において，

両国は共通している。相違点のひとつは，アメリカにお

いても，現場労働者屑からの出身者は多くはないが，そ

れは10％をこえる程度には存在しているのに，日本で

は，このようなものが皆無であるということである。も

うひとつのⅡ立った相違点は，’1本では，艇民層からの

出者が25％にも及んでいるのに，アメリカにおいては，

これは10％に足りないということである。
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第４号１９６４

けであり，これらの数字はともに40％である。北海道の

輩出率は60％にとどまっている。これら以外での数字は

７０％弱から200％弱の間に分布している。とくに、９０％

から110％という狭い幅のところに，多くの地域が位置

していることは注意してよかろう。

アメリカにおいて，大企業経営者輩出率が50％台以下

になっているのは，中央南部および南部大平洋岸であ

り，これらの地域における1900年の人口数は全アメリカ

の３分の１に及んでいる。（Ｗ・LIoydWamerandJa・

ｍｅｓＣ・Abegglen,BigBusinessLeadersinAmerica，

1955）ｎ本では，この程度の輩出率しかもたない地域と

しては，東北・南九州があげられるだけである，さら

に，アメリカでは，これ以外の地域の雌出率はいずれも

平均値をこえている。ところが，日本では，大部分の地

域が70％から150％までのところに分布している。調査

方法のちがいがあるから，神経質な比較は断念した方が

よいが，大ざっぱにいって，アメリカにくらべて，日本

の方が輩出率についての地域格差は小さいと推測しうる

ようである。換言すると，日本においては，アメリカに

くらべて，各地域の出身者は大企業経営者になる機会を

より均等にもっていたとうことになる。

この地域的機会均等と表裏しているのは，日本の大企

業経営者のなかには，農民胸出身のものが多いという事

実である。農民層出身者の比重において，ｎ本はアメリ

カの３倍に近い数字を示している。1920年の有業人口の

なかでの農民の比重は，日本では50％弱，アメリカでは

30％弱である。この相違を考慮にいれても，日本では，

農民層出身の大企業経営者数が相対的に多い。さらに，

注I]しなくてはならなし､のは日本においては，農業人口

比率が多い諸地域にも，多くの高等教育機関が早くから

設立されていたということである。例えば，昭和初頭に

おし､て，旧制高等学校が全国に25設置されていたが，そ

の分布は農業人口比率60％末満の20府県に１２，この比率

が60％以上の26県に13となっていた。

社会移動という観点から比較すると，日本はアメリカ

にたいしてそれほど劣ってはいないようである。下層か

らの昇進が僅少であるのは問題であるが，中層，とく

に，農民層からのそれは多い。地域的機会均等において

は，日本がアメリカよりすぐれていることは無視されえ

ない。日本での社会移動を促進した主要因のひとつは，

産業界が早くから学校出の労働市場になったということ

である。これによって，教育による社会移動が活発に行

われた。かくて，産業近代化の推進者たる適材が確保さ

れたといえるようである。

社会学研究科紀要1６

アメリカでも，現場労働者層からの出身者の３分の２

は熟練労働者層からのものであり，明らかに下層に属す

る半・未熟練労働者層からのものは少ない。しかし，日

本との比較においては，下嗣からの昇進者が少ないなが

らも存在するということに，力点がおかれなくてはなら

ない。現実はきびしいものであるが，アメリカン・ドリ

ームは幾分の真実性をもっていたようである。ところ

が，日本での立身出世物語は下厨，とくに，労働者階級

の子弟には通用していなかったようである。

日本においては，農民層からの出身者が比較的分に多

いが，その４分の３は地主層からのものである。昭和１０

年の数字によると．耕作に従事していない地主は98万戸

であるが，その70％強が３町以下の所有者である。した

がって，地主層の大部分は中層程度である。地主層の大

企業経営者溌出率は平均値の２．６倍であるが，、小作層

のそれは平均値の７分の１にすぎない。

上層出身の比重では，大差がないが，下層出身者がき

わめて少なく，中層出身者が多いというのが，日本のア

メリカにたいする特色であるといえる。そして，中層出

身者のなかでの農民層出身者の比重は日本の方がはるか

に大きい。これからして推測しうることは，大都市以外

の地域の出身者の比重において，日本の方が大きし､とい

うことである。

大企業経営者の90％は東西の二大都市圏に居住してお

り，その大部分は東京に集まっている。（青沼吉松「日

本における大企業経営者の社会的性格」慶応義塾経済学

会経済学年報７）居住地では，京浜は３分の２の重みを

もっているのに，出身地の比重では，それは20％にすぎ

ない。程度のちがいはあるが，京阪神についても，同じ

ようなことが指摘される。この対照が意味しているの

は，居住地の集中と出身地の分散である。集中と分散と

いう対･照は，すでに，昭和初頭においても現われてい

る。当時，二大都市圏の比重は居住者では80％をこえて

いたが，出身者では40％台であった。現在とくらべて，

前者は少なく，後者は多し､。明治33年には，京浜・京阪

神居住の代表的実業家の過半は地元出身者によって占め

られていた。３世代の推移を通して，居住地と出身地と

の分離の度合，つまり，地域的移動率は次第に大きくな
ってきたという傾向が見出される。

大企業経営者の輩出率についての地域格差を正確に測

定するには，各地域出身者の絶対数をあげるだけでは十

分ではない。この数字を現在の経営者が生れた頃の各地

域の出生人口数と相率させることが必要である。この輩

出率が平均値の半分を下回っているのは,東北･南九州だ
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１

近代化の主体的諸条件１７

官僚によこて支配されるという１１:態が生ずる。（久野牧

・鶴見俊輔「近代日本の思想」昭和31年）

産業界についても，同じようなことがいえるのではな

いか。家族主義的・温情主義的施雛を，経営者は合理的

計画にもとづして打ち出すのに，労働者はこれを‘|宵緒的

・非合理的にうけとらされる。このようにして下からの

批判が封ぜられると,労働者は受動的大衆となり,経営者

は特権的エリートとなる。かっては，有能ではあるが，

特権的なエリートに率いられる受動的大衆と！‘,う姿が，

日本の産業近代化に迫力を与え，その急速な発展を可能

にしたといえるかもしれない。

しかし，今後の産業近代化のためには，これとはちが

った姿が要請されるであろう。一流の教育をうけたエリ

ートと奴隷のように飼育された大衆といった二元的鱗造

では，これからの産業の必要に応ずるのがむずかしいの

みではなく，このようなあり方を受容する社会的雰囲気

はもはやなくなりつつある。技術城新の進行とともに，

現場で習得される個別的熟練よりも，機械に関する一般

的理解力が要求されてきている。かくて，現場作業のた

めにも，高い学歴が必要となりつつある。かって，職員

と工員との間には，格段の学歴差があったが，現在で

は，それが縮小されてしる。これからの事態に応ずるに

は,産業近代化の推進者の性格は修正を余儀なくされる。

エリートの民主化にとっては，前述の２つの条件のう

ち，後者の方がより韮本的なものである。大衆からの批

判を同避しないことによって，エリートは真に民主的な

ものになる。このような民主的性格が今後の産業近代化

の推進者の必要条件となるのではなかろうか。

４

大衆が近づきうるエリート（accessibleelite）には，

２つの条件が含まれていなくてはならな'‘,。（William

Kornhauser､thePoliticsofMassSociety,1959）ひ

とつはエリートへの道が開放的であるということであ

り，他はエリートが大衆からの影響力を甘受するという

ことである。第１の条件は社会移動についてのものであ

り，それについては，Ｆ|本のエリートは近づきうる性格

をかなりもっていたということができる。ところが，館

２の条件では，かれらは大衆の接近を許さない性格を多

分にもってし､たといわなくてはなるまい。高級官吏にお

いて，この那態は典型的に現われて1,,た。かれらは陛下
●●●

の官吏として大衆からの批判を封じ，超然内閣の母胎と

なることがあった。経済的エリートたる大企業経営者に

ついても，これに類似したことが指摘されるのではなか

ろうか。

日本においては，二元的な教育が行われていたようで

ある。高等教育でも，科学的合理性がしばしば危機にさ

らされたが，ある程度までのそれは維持された。ところ

が，初搾教育では‘情緒的・非合理的な道鮒教育が偏重さ

れていた。初等教育と高等教育との裂け'1が大きし､とし、

うことが，｜に1本の教育の特色となっていたようだ。両者

は同じ言語で表現されながら，相通じない思想を含んで

いたようである。裂けロは天皇の権威についての解釈で

顕著に現われた。天皇を絶対君主と承る顕教とそれを制

限君主とみる密教との対照が出ていた。かくて，顕教に

よって教育された大衆が密教に熟達した帝大卒業者たる

Ｉ

Ｉ
１

‐
’
Ⅲ
Ⅱ
■
■
■
■
Ⅱ
１
１
１
－
１
９
４
二
■
■
■
９
・
１
１
０
１
“
二
二
■
■
■
画
可
，
１
４
■
■
■
■
■
一
■
『
勺
ｌ
ｈ
“
■
■
『
ｌ
Ⅱ
血
■
■
■
司
り
‐
１
９

“
ロ
■
■
■
ロ
■
■
■
■
■
■
■
『
■
■
■
０
０
１
。
■
画
一
■
■
■
１
血
０
９
』

一 ・一_


